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【タイトル】 

ＴＩＣＡＤとＥＸＰＯ－アンゴラと日本にとってのチャンス 

 

【本文】 

（冒頭） 

 先週、当地デロイトが主催した第８回シリウス賞のガラに招待された。Ｅｐｉｃ 

Ｓａｎａホテルで開催された同イベントには４００名の参加者が出席し、洗練され

た雰囲気の中、素晴らしいディナーが振る舞われた。毎年ガラに招待されている某

大使によれば、同イベントはアンゴラで開催される最大の企業イベントである。こ

の素晴らしいイベントに参加することは大変な名誉であったが、そこに日本の存在

を感じることができなかった。同賞にノミネートされた数多くの企業の中には日本

企業家も日本企業の名もなかった。 私は、将来日本の企業家や企業がシリウス賞

の受賞、少なくともノミネートされる日が来ると確信する。 

 ジョアン・ロウレンソ大統領はより良いビジネス・投資環境を整備しアンゴラ経

済を多角化、安定化させるため、経済、政治、行政面で様々な改革に着手し、特に

汚職対策の実施に注力している。 大統領の取り組みに深く敬意を表するとともに、

これらの努力が近い内に望まれる成果を挙げると確信しており、日本はアンゴラと

の関係を更に強化したい意向である。１０月に東京で開催されたＴＩＣＡＤ閣僚会

議のマージンにおいて、アンゴラから同会議に出席したマヌエル・アウグスト外務

大臣は、河野太郎外務大臣と会談を行い、二国間関係を強化する旨議論を行った。 

 

（ＴＩＣＡＤ） 

 来年８月、横浜で開催されるＴＩＣＡＤ７に、ロウレンソ大統領が参加すること

を期待しており、 大統領訪日の実現により、両国の関係がさらに強化されること

が予想される。ＴＩＣＡＤは１９９３年に日本のイニシアティブで始まったアフリ

カ開発を議論する重要なプラットフォームである。２０１６年にナイロビで開催さ

れたＴＩＣＡＤ６で議論にあがった優先事項の１つは、「アフリカにおける経済多

角化と産業化による経済構造改革の促進」であった。 ５月にヨハネスブルグで開

催された第１回日・アフリカ官民経済フォーラムには、ペドロ・フォンセカ経済・

企画大臣、ベルナルダ・マルティンス工業大臣が出席し、日本の世耕弘成経済産業

大臣と会談を行った。同フォーラムには、約１００社の日本企業と４００社のアフ

リカ企業が参加した。 

 上記背景から、日本企業の丸紅は、７月に開催された第３４回ルアンダ国際産業

見本市（ＦＩＬＤＡ ／２０１８）において初めて出展を行った。 ２０１６年まで

に、丸紅はＪＢＩＣ（国際協力銀行）から約１０億米ドルの融資を受け、ルアンダ、

ベンゲラ、ドンドの３つの繊維工場の改修を行い、 アンゴラ国民のための雇用を

創出し、綿糸及び綿織物のポルトガルや他国への輸出を通じて経済の多様化および



輸入代替に貢献している。ＴＩＣＡＤは、日本とアフリカの企業家の意見交換の場

となる。前述のＴＩＣＡＤ閣僚会議においても、日本とアフリカの多くの民間企業

が、双方の間でビジネス機会を見いだすためのイベントを実施した。 

 

（ＴＩＣＡＤの成果） 

 日本企業は、その高いポテンシャルから、アンゴラにおけるビジネスに高い関心

を持っており、その証拠はＴＩＣＡＤにおける議論の後の具体的な成果に見ること

ができる。主要な例を挙げれば、 ９月には、ＪＢＩＣからの１億米ドルの融資を

受けて、日本企業のＮＥＣが敷設した南大西洋ケーブルシステム（ＳＡＣＳ：South 

Atlantic Cables Systems）をアンゴラ企業である Angola Cables に引き渡した。

このシステムは、南大西洋初のデジタル情報回線であり、これにより、アフリカ、

南米、ヨーロッパ、北米の大陸を結ぶ海底ケーブルネットワークが構築され、より

安価で、安全且つ安定した通信サービスの提供に寄与する。 ＳＡＣＳにより、通

信分野においてアンゴラがアフリカのハブとなる可能性がある。 

 

（官民パートナーシップ） 

 ＪＩＣＡ（国際協力機構）は、民間セクターも巻き込む形で、アンゴラにおける

教育、保健、農業、産業、エネルギー、インフラ分野等における資金援助、技術移

転、人材育成を通じて、幅広い分野で当国との協力を推進している。現在進行中の

プロジェクトとして、アンゴラにおける物流の改善及び経済多角化を促進すること

を目的とする「ナミベ港改修計画」、当国電力・水省との協力のもと、エネルギー

部門における指針策定を目的とした「アンゴラ共和国における電力セクター開発マ

スタープラン策定計画」、マランジェ州において試験段階にある「綿花栽培計画」

等が挙げられる。 

 

（大阪万博） 

 日・アンゴラ経済協力において明るい話題がある。２０１８年１１月２３日に、

パリで開催された博覧会国際事務局（ＢＩＥ）総会において、２０２５年の万博開

催地が大阪・関西となることが決定した。大阪万博にアンゴラが参加することは自

国の高い潜在性を示し、日本、ひいては世界からの投資を呼び込むための好機とな

る。大阪万博のテーマは、「いのち輝く未来社会のデザイン」である。 日本は、ア

ンゴラを含む他のグローバルパートナーと共に、国連が採択した持続可能な開発目

標（ＳＤＧｓ）が達成される将来の社会像を発信する。日本政府は、過去に開催さ

れた多くの博覧会の主催者として、実用的なノウハウを有しており、大阪万博の開

催前、開催中並びに開催後における、参加国に対する財政的、経済的な総合支援を

行うつもりであり、これには、パビリオンの建設、企画、装飾と解体、展示品に関

連する運送と費用、展示に係るコンサルティングサポートなどが含まれる。日本は、

アンゴラ国民に対し「大阪万博へようこそ」と歓迎することを心待ちにしている。 




